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１-１　医療的ケア児を支える地域の組織・体制の現状

医療的ケア児は、 日常的に医療を必要としながら、 成長

発達に合わせた就園や就学などの社会活動がある。 そのた

め、 医療 ・ 福祉 ・ 保健 ・ 教育等の多職種が、 子どもの生活

を支えている。 医療的ケア児の生活は、 子どもの健康状態

や医療的ケアの内容、 家族の状況などによって個別性が高

くなっており、 それらを子どもが生活する地域の状況に合わ

せて組織 ・ 体制を作っていくことが求められる。 しかし、 小

児期である医療的ケア児には、 ケアマネジャーのようなコー

ディネーターが不在のことがあり、 利用しようとする社会資

源も地域によって異なる。 2018 年度から、 医療的ケア児

や重症心身障害児などの支援を総合調整する医療的ケア児

等コーディネーターの養成が始まっているが、 家族が自分で

地域の社会資源を探したり、 交渉 ・ 調整したりするなどの

状況は続いており、 医療的ケア児を支える地域の組織や体

制には、 大きな課題がある。

図表１ 医療的ケア児を支える地域の組織・体制の現状

１-２　医療的ケア児にかかわる機関・職種

医療的ケア児にかかわる機関や職種を示した。

【医療】 は、 子どもの健康管理や、 在宅医療物品などの

提供を担う。 一人の子どもに対して、 治療方針決定や手術

などは小児専門病院や大学病院が、 日常的な診療は地域中

核病院や地域小児科センター、 小児科診療所がそれぞれ行

い、 往診は診療所が行う場合もある。 自宅での医療的ケア

やリハビリテーションに対して訪問看護や訪問リハビリテー

ションを利用する子どもも増えている。

【福祉】 は、 障害福祉サービスの利用を計画し、 実施して

いる。 放課後や学校の長期休暇中に放課後等デイサービス

を利用したり、 レスパイトとしてショートステイを利用したり

する子どももいる。 これらの福祉サービスは、 相談支援専

門員が家族や子どもと相談しながら利用計画書を作成して

いる。

【保健】 は、 主に出生から就学前までの母子保健施策を

担っている。 各自治体によって支援内容が異なるため、 そ

の都度の確認が必要となる。

【保育】は、就学前の保育をおこなう。 保育所等を利用して

いる子どもの場合、 集団での子どもの過ごし方や家族以外

が実施するケアの注意点などを把握している場合がある。

【教育】 は、 学校教育をおこなう。 教育を受けることで子

どもの世界が広がり、 その子なりの成長発達が得られる。

このように、 医療的ケアを必要とする子どもには、 健康

を守り成長発達を促す為に、 多くの機関や職種がかかわっ

ていることが特徴と言える。

※図表 2、 3 に関して幼稚園は教育機関となる。

第Ⅱ章　　多職種連携と家族との協働
医療的ケア児は、 日常的に様々な機関や専門職とかかわっている。

ここでは、 学校以外の地域の機関や専門職といった多職種連携と、 家族との協働について述べる。

尚、 令和 2年度診療報酬改定に伴う医療的ケア児に関われる主治医と学校医等との連携等には触れていない。

1.　多職種連携

医療的ケア児に関係する多職種連携について述べる。

図表２ 医療的ケア児にかかわる機関・職種
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１-３　医療的ケア児のライフステージごとの社会資源

医療的ケア児のライフステージごとの社会資源 ( 図表 3)

について例示する。

学校に勤務する看護師は小学校～高校までの子どもに

かかわることになるが、 子ども自身は、 小学校入学前には

保育所や児童発達支援を利用していたり、 高校卒業後には

進学 ・ 就労したりするなど、 学校以外の生活が続いていく。

子どもの成長 ・ 発達を支える看護師として、 子どものライ

フステージを理解することが大切である。

医療的ケア児にかかわる教育機関は、 幼稚園などから小

学校、 中学校、 高校などと変わっていき、 医療機関も、 小

児を専門としていた病院から、 成人を対象とする病院に引

き継がれていく。 そのため、 ケアの軸となる “子どもと家

族はどのように生活したいのか” といった、 医療的ケア児

と家族が経験してきたこと、 大切にしている思いなどを、 か

かわる支援者同士で共有することが重要である。

１-４　関係機関との連携調整をする職種

現在、 医療的ケア児の成長発達に合わせた社会資源等の

調整を包括的に行うコーディネーターは、 いくつかの専門職

がその役割を担っている。

医療的ケア児等コーディネーターは、 各都道府県の研修

を受け、 医療的ケア児や重症心身障害児の支援を総合調整

する相談支援専門員や保健師、 訪問看護師などが担ってい

る。

図表３ 医療的ケア児のライフステージごとの社会資源

相談支援専門員は、 福祉サービス利用に必要な計画書を

作成したり、 サービス利用の調整を行うため、 子どもや家族

の意向を聞いたり、 社会資源の調整を行う機会がある。

かかりつけ病院のメディカルソーシャルワーカーや地域連

携担当看護師は、 医療的ケアや成長発達に合わせた、 退院

後の社会資源調整や地域関連機関の相談役を担うことがあ

る。

２. 保健 ・医療 ・福祉の役割と学校での看護師等の役割

２-１　医療的ケア児を支える組織・体制　

① 医療的ケア児を支える組織 ・ 体制

医療的ケア児の生活には多職種がかかわっており、 子ど

もと家族の生活を中心に、 多職種がそれぞれの専門性を生

かせる横断的調整が必要である。

また、 医療的ケア児は成長 ・ 発達とともにかかわる職種

が変化するので、 それぞれの支援が途切れないような継続

的調整が必要となる。 地域の中での組織 ・ 体制作りは医療

的ケア児等コーディネーターのような相談支援専門員などが

中心になっておこなうこともある。

② 看護師等の役割

子どもにかかわる多職種の存在とその役割を理解し、 子

どもの成長 ・ 発達を意識した包括的な視点を持ち、 その視

点を地域の多職種と共有することが必要である。 また、 子

どもが教育を受ける機会を保障する、 という目的を地域に

発信することも大切である。 看護師としての包括的な視点

を持ち、 子どもの生活がより豊かになるような支援を多機

関 ・ 多職種と協働しながら実践する。



27

第
Ⅱ
章

多
職
種
連
携
と
家
族
と
の
協
働

図表４  医療的ケア児を支える組織・体制

それぞれの専門職の役割と連携のポイントを述べる。

２-２　医療機関との連携　-主治医 -

①　主治医との連携のポイント

主治医は、 病院において医療的ケア児の日常的な病状管

理を行っている。

学校での医療的ケアは、 主治医の情報提供から作成され

た指示書に基づいて実施される。

図表５  医療機関との連携　①主治医

②　看護師等の役割

看護師が直接主治医と連携する機会は少ないが、 学校で

の子どもの様子が的確に伝わるように記録を作成し、 学校

医などをとおして情報共有する。

２-３　医療機関との連携　-かかりつけ医 -

①　かかりつけ医との連携のポイント

かかりつけ病院は、 日常的な子どもの健康管理を行い、

体調不良時や緊急時に受診する医療機関になる。 自宅から

遠方の小児専門病院 ・ 大学病院の場合や、 地域中核病院や

地域小児科センター、 診療所の場合もあり、 子どもによっ

て様々であり、 緊急時の受診先や連絡方法を保護者や教員

と共に確認しておく。 かかりつけ病院には、 主治医だけで

なく、 社会資源の調整を行うメディカルソーシャルワーカー

や、 地域連携担当の看護師がいる場合がある。

②　看護師等の役割

子どもが入院した時や、 医療的ケアの変更があった時な

ど、 子どもの生活について連絡 ・ 調整が必要になる時の窓

口を、 保護者を通して確認できるとよい。

•

•

図表６  医療機関との連携　②かかりつけ医

•
•

２-４　医療機関との連携　

-訪問看護、訪問リハビリテーション -

①　訪問看護、 訪問リハビリテーションとの連携のポイント

訪問看護は、 主に自宅での健康状態の確認や健康管理、

医療的ケアの実施を行う。 緊急時の相談や対応、 家族への

支援、 子どもが利用しているサービスの調整を行う事もあ

る。 訪問リハビリテーションでは、 理学療法士や作業療法士

などのセラピストが自宅で子どもの健康状態を確認しなが
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図表８  福祉との連携　① 障害福祉サービス

２-６　福祉との連携 -相談支援系 -

①　障害児相談支援との連携のポイント

医療的ケア児など、 障害をもつ子どもたちが福祉サービ

スを利用するときには、 相談支援専門員による計画書が必

要となる。

②　看護師等の役割

計画書は定期的に更新されるため、 看護師は、 計画書作

成のタイミングなどを利用して情報共有できるとよい。

図表７  医療機関との連携　③訪問看護、訪問リハビリ

２-５　福祉との連携 -障害福祉サービス -　

障害児の福祉サービスは、 障害者総合支援法、 児童福祉

法などに基づいており、 子どもの年齢、 診断名、 症状、 居

住地などによって利用できるサービスが異なっている。 主に

•
•
•
•

らリハビリテーションを行う。

②　看護師等の役割

自宅で過ごす子どもの様子を最も把握している職種なの

で、 お互いに子ども ・ 家族の様子を情報交換し、 子どもと

家族の包括的アセスメントや健康管理に活用する。 　　

子どもの入学時や転学時の最初の月、 又は年 1 回は、

学校からの求めに応じて利用している訪問看護ステーション

の看護師が情報提供することによって診療報酬 「訪問看護

情報提供療養費２」 が算定されることになるので情報収集

の機会が増える。 医療的ケア安全委員会に、訪問看護ステー

ションの看護師から、 医療的ケアの実施について情報を得

ることも有効である。 また、 訪問看護師は定期的に主治医

に訪問看護計画書や報告書を提出しているので、 訪問看護

師との情報共有を行う場合がある。

は相談支援系、 訪問系、 日中活動系、 通所系、 入所系があり、

相談支援専門員がサービス等利用計画を立案して、 市区町

村の障害関連担当課との交渉を手助けしてくれる ( 図表８)。
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図表９  福祉との連携　②相談支援系

２-７　福祉との連携 -訪問系 -

①　居宅介護事業所との連携のポイント

子どもが利用できる訪問系のサービスは、 主には居宅介

護と言われる、 自宅における入浴・排泄・食事介助等のサー

ビスがある。

子どもに直接かかわる職種であり、 就学前からサービス

を提供していることもある。

②　学校配置の看護師の役割

看護師が直接連携する機会は少ないが、 子どもの日常生

活上の支援について情報共有できると、 セルフケア獲得な

どへの支援につながることがある。

図表 10　福祉との連携　③訪問系（居宅介護）

••

•

２-８　福祉との連携 -日中活動系　(短期入所 )-

①　短期入所施設との連携のポイント

子どもが利用できる日中活動系のサービスは、 短期入所

（ショートステイ） である。

自宅で普段子どものケアを行っている人が、 病気などの

理由でケアできない場合、 障害のある方に障害者支援施設

や児童福祉施設等に短期間入所してもらい、 入浴、 排せつ、

食事のほか、 必要なケアを行うサービスである。 このサー

ビスは、 ケア提供者にとってのレスパイトサービス（休息） と

しての役割も担い、 母親の出産時などにも利用されている。

②　看護師等の役割

看護師が直接連携する機会は少ないかもしれないが、 短

期入所利用後の子どもの様子について保護者などを通して

情報共有しておくことは大切である。

図表 11  福祉との連携　④日中活動系（短期入所）

•

•

２-９　福祉との連携 -通所系（放課後等デイサービス）-

①通所系 （放課後等デイサービス） との連携のポイント

就学中の子どもが利用できる通所系のサービスには、 放

課後等デイサービスと、 児童発達支援がある。

放課後等デイサービスは、 学校通学中の障害児に対して、

放課後や夏休み等の長期休暇中において、 生活能力向上の

ための訓練等を継続的に提供することにより、 学校教育と

相まって障害児の自立を促進するとともに、 放課後等の居

場所づくりを推進するものである。

②　看護師等の役割

学校とは違った子どもの様子が見られることもあるため、

学校と放課後等デイサービスでの子ども ・ 家族の様子を情

報共有し、 子どもと家族の包括的アセスメントや健康管理

に活用できるとよい。
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２-10　福祉との連携 -通所系（児童発達支援）-

①　通所系 （児童発達支援） ポイント

もうひとつの通所サービスである児童発達支援は、 主に

は未就学児が対象になっているが、 地域の中核的な支援役

割を担う児童発達支援センターでは、 地域の障害児やその

家族の相談支援、 障害児を預かる施設への援助・助言を行っ

ている。

②　看護師等の役割

自分の地域の児童発達支援センターを把握しておくとよ

い。

図表 13　福祉との連携　⑥通所系（児童発達支援）

２-11　福祉との連携 -入所系 -

①　入所系との連携のポイント

子どもが利用できる入所系サービスには、 福祉型障害児

入所施設と医療を併せて提供する医療型障害児入所施設の

2 種類がある。

②　看護師等の役割

入所している子どもが通学している場合は、 施設職員と

子どもや家族の様子の情報共有を行うとよい。

図表 14　福祉との連携　⑦入所系

２-12　自治体の保健部局等との連携

　①　自治体の保健部門等との連携のポイント

自治体の保健部局等では、 就学前の母子保健施策などに

もとづき妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援の提

供を行う。

保健師は新生児訪問を行っており、 妊娠中や出産直後か

ら子どもの障がいが分かっている場合には、 早期から介入

していることがある。 産後ケア事業や乳幼児健診を通して、

保健師が子どもと家族に継続的に関わっている場合には情

報共有できるとよい。

②　看護師等の役割

就学時に、 自治体の保健部門等の保健師と情報共有でき

ることが望ましい。

図表 12  福祉との連携　⑤通所系（放課後等デイサービス）

•
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図表 15　自治体の保健部局との連携

２-13　保育機関との連携

①　保育機関の連携のポイント

保育機関には、 認定こども園や保育所、 幼稚園などがあ

る。

②　看護師等の役割

医療的ケアを必要とする子どもの就園体制は未だ十分と

図表 16　保育機関との連携

は言えないが、 これから就学する子どもが就園している場

合は、 就学時に子どもの健康状態、 医療的ケア実施状況、

家族の様子などを情報共有することができる。 可能な場合

は、 就学前に登園時の様子などを見学にしたり、 書面など

で情報提供を受けたりする場合もある。

•

3. 家族との協働

３-１　医療的ケア児の家族の特徴

医療的ケア児とその家族の特徴について説明する。

医療的ケア児のケアや健康管理などは、 主に親が自宅で

担っている。 ほぼ 24 時間のケアを家族、 主に母親が担う

ことで、 慢性的な寝不足や疲労、 命を預かることへの緊張

感が蓄積し、 心身の負担感は増大している。 また、 医療的

ケア児のきょうだいへの育児や、 家族自身の通院などがあ

る場合には重責が増し、 家庭環境が悪化する要因となり得

る。 レスパイトのような社会資源の利用も必要だが、 学校

での子どもの日中活動を整えることで子どもの生活リズム

が整い、 家族の生活が安定することもある。

　医療的ケア児は、 利用できる社会資源が限られ、 生活

環境が家庭と学校に限定されることがある。 同年代の友人

と遊び、 交流する機会や多様な環境に触れる機会が少なく

なってしまい、 年齢に応じた成長や発達が阻害されてしま

う可能性がある。 学校で同年代の子どもと過ごすことを通

して、 さまざまな刺激から子どもの成長発達が促進される

ことから、 親にとっても子ども本来の姿が捉えやすくなる。

また、 通園や通学ができても、 登下校時や授業時間への

終日の付き添いが求められる場合がある。 それにより、 親

自身の就業や社会活動の機会が限られてしまい、 社会的に

孤立した状態になる親も少なくない。

看護師として、 医療的ケア児だけでなく家族の状況も理

解し、 子どもの豊かな学校生活を支えるために家族との協

働が重要である。

図表 17　医療的ケア児の家族の特徴

•
•
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図表 18　学校における保護者の役割

３-２　家族との連携　-保護者の役割 -

学校における医療的ケアの実施にあたっては、 家族にも

重要な役割がある。

まず、 学校における医療的ケアの実施体制への理解と医

療的ケア児の健康状態の学校への報告など、 責任を分担す

ることの理解を図る。

学校における医療的ケアの実施体制と学校看護師の役割

について十分説明し、 理解を求めることが必要となる。

３-３家族との協働

医療的ケア児の学校生活を支えるために、 家族と協働す

るポイントについて示す。

①　家族との協働のポイント

医療的ケアに関する窓口となる教職員を定め、 入学時か

ら相談を受けられる体制を整備する。 家族に医療的ケア実

施などの学校の仕組みを説明する際には、 全体像や役割分

担を明記したリーフレット等を用いてわかりやすく説明する

必要がある。

学校で安全に医療的ケアを実施するため、 医療的ケア児

の健康状態、 医療的ケアの内容や頻度、 想定される緊急

時の対応などについて、 あらかじめ家族から説明を受けて、

学校で実施可能な医療的ケアの範囲について、 家族と学校

の双方で共通理解を図ることが必要となる。

②　看護師等の役割

看護師は、 子どもや家族の成長発達をアセスメントした

りケアしたりする専門性を活かし、 窓口となる教職員などと

協働して家族のケアを行う。

図表 19　家族との協働のポイント

•

•
•
•
•
•
•
•

（巻末資料参照 ： 学校における医療的ケアの今後の対応について , 文部科学
省 , 平成 31 年 3 月 20 日）
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